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ＢＣＰ連携推進連絡会議会員による香川県への視察について

11月14日（木）に香川県へ出発しますので，その前に取材して
いただけると助かります。
（対応者：旭川機械金属工業振興会　会長　佐々木　通彦（(株
)エフ・イー代表取締役））

KJ00363177

2024年11月5日

旭川市は10月10日にＢＣＰ連携推進連絡会議を起ち上げ，その席
で市長は「ＢＣＰ連携のまち・あさひかわ」を宣言しました。
会議の会員である，旭川機械金属工業振興会，（一社）北海道機
械工業会旭川支部の10社がＢＣＰの策定意向の意識が高い香川県
高松市の企業（高松帝酸(株)，(株)コート，(株)川上板金工業所
）（四国経済産業局職員，香川県庁職員同席）を視察します。

出発日：令和6年11月14日(木)

参考に10月10日に実施した会議の資料を添付します。
旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議の詳細については，そちらをご覧
ください。

 令和6年11月15日10時00分　～　令和6年11月15日 17時00分



令和６年度第１回旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議

次 第

日 時：令和６年１０月１０日（木）

１４：００～

場 所：旭川市総合庁舎 ７階大会議室Ｂ

１ 開 会

２ 旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議について

３ 進行役選出

４ 市長挨拶

「ＢＣＰ連携のまち・あさひかわ」表明

５ 議 題

⑴ ＢＣＰ連携について

⑵ その他

６ 閉 会

【資 料】

資料１ 出席者名簿

資料２ 旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議開催要綱

資料３ 「ＢＣＰ連携のまち・あさひかわ」表明文

資料４ ＢＣＰ連携について



（敬称略）

機関名 所属名 役職 氏名

旭川商工会議所 産業支援部 常務理事 川口　勤

旭川商工会議所 産業支援部産業振興課 主事 梅木　健介

あさひかわ商工会 事務局長 島田　成人

旭川機械金属工業振興会 会長 佐々木　通彦

旭川機械金属工業振興会 事務局次長 村上　雅徳

旭川工業団地協同組合 組合長 佐々木　通彦

旭川工業団地協同組合 事務局長 小山　崇憲

旭川鐵工組合 組合長 長谷川　敦彦

旭川溶接協会 会長 松田　誠一

専務理事 杉本　啓維

旭川食品加工協議会 会長 米谷　慈洋

支店長 結城　和浩

営業課長 松永　貴史

営業主任 高橋　一真

旭川中央支店 支店長 吉野　弘隆

株式会社北海道銀行 旭川支店 常務執行役員旭川支店長 大西　幸哉

株式会社北陸銀行 旭川支店 支店長 松田　雅伸

旭川信用金庫 課題解決推進部 専任役 荒山　恭一

公立大学法人旭川市立大学 新学部設置準備室長 須田　孝徳

独立行政法人国立高等専門学
校機構
旭川工業高等専門学校

校長補佐（研究・地域連携
担当）

テクノセンター長 佐竹　利文

産業支援機関 （一財）旭川産業創造プラザ 事務局次長 中川　敏史

市長 今津　寛介

経済部 部長 三宮　元樹

北海道経済産業局 産業部中小企業課 課長補佐（無所属） 一宮　章郎

帝国データバンク 旭川支店 支店長 小嶋　涼平

令和６年度第１回旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議　出席者名簿

経済団体

旭川家具工業協同組合

株式会社商工組合中央金庫 旭川支店

株式会社北洋銀行

高等教育機関

行政機関 旭川市

協力機関
（オブザーバー）

産業団体

金融機関

資料１



資料２

旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議開催要綱

(名称)

第１条 会議の名称は，旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議(以下「会議」という。)とする。

(目的)

第２条 会議は，旭川市の優位性を市内外に発信することにより，全国各地の企業や団体の

ＢＣＰ連携の受入れを推進し，地域経済の活性化に資するため，関係機関等の連絡調整等

を行うことを目的とする。

(取組内容)

第３条 会議は，前条の目的を達成するため，次の取組を行う。

(1) ＢＣＰ連携の推進に係る連絡調整及び意見交換等に関すること。

(2) ＢＣＰ連携に係る情報発信に関すること。

(3) その他，前条に掲げる目的達成のために必要なこと。

（構成員）

第４条 会議の構成員は，別表１に掲げる機関等をもって構成する。

２ 構成員は無報酬とする。

３　構成員の属する団体において役職等の異動が あったときは，その役職等の後任者が 引き

継ぐ ものとする。

（オブザーバー）

第 5条 会議のオブザーバーは，別表２に掲げる者で構成する。

２ オブザーバーは，事務局の求めに応じて会議に出席し，助言・協力を行うことができ

る。

（事務局）

第 6条 会議の事務を処理するため，旭川市経済部経済総務課内に事務局を置く。

２ 事務局は，会議の運営全般に関わる事務について担うものとする。

３ 事務局には，事務局長その他必要な職員を置くことができる。

４ この規約に定めるもののほか，事務局の組織及び運営に関し必要な事項は，事務局長が

別に定める。

(その他)

第 7条 この規約に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。

附則 この規約は，令和6年（2024年）９月２５日から施行する。



資料２

別表１（第４条第 1項関係）

別表２（第 5条第１項関係）

分野 機関・企業・団体等名

経済団体 旭川商工会議所

あさひかわ商工会

産業団体 旭川機械金属工業振興会

旭川工業団地協同組合

旭川鐵工組合

旭川溶接協会

旭川家具工業協同組合

旭川食品加工協議会

金融機関 株式会社商工組合中央金庫

株式会社北洋銀行

株式会社北海道銀行

株式会社北陸銀行

旭川信用金庫

高等教育機関 公立大学法人旭川市立大学

独立行政法人国立高等専門学校機構旭川工業高等専門学校

産業支援機関 一般財団法人旭川産業創造プラザ

行政機関 旭川市

機関・企業・団体等名

北海道経済産業局

株式会社帝国データバンク



ＢＣＰ連携について

①BCP連携希望 旭川市ＢＣＰ連携
推進連絡会議（旭川市）

各産業団体等

②連絡

③連絡⑤BCP連携契約

④サポート

＜旭川市＞＜他地域＞

企業が自然災害，大火災，テロ攻撃などの
緊急事態に遭遇した場合において，事業資
産の損害を最小限にとどめつつ，中核とな
る事業の継続あるいは早期復旧を可能とす
るために，平常時に行うべき活動や緊急時
における事業継続のための方法，手段など
を取り決めておく計画

①　重視しているリスク
　　　　１位　地震（91.4％）
　　　　２位　感染症（66.9％）

　　　　３位　火災・爆発（53.6％）

③　ＢＣＰ策定状況
　　　策定している　          19.8％
　　　現在，策定中　           7.3％
       策定を検討している　22.9％
         → BCPの策定意向 合計 50%

地震などの災害が少なく，安全安心である旭川市の優位性を生かした取組強化によるビジネスチャンスの創出

②　南海トラフ地震臨時情報
　　　・8/8初めて発令
　　　・南海トラフ沿いで異常な現象を観
　　　　測された場合や地震発生の相対
　　　　性が高まっていると評価された場合
　　　　に気象庁から発表

②　ＢＣＰ連携のまちとしてのＰＲ
　　　→「ＢＣＰ連携のまち・あさひかわ」表明

　　 　 　　・全国の事業者の事業継続を支える拠点
　　　　　＝ＢＣＰ連携の受け皿となる都市であることをＰＲ
　　　　　　（例）パンフレットや展示会でのＰＲ

①　産学官金等の連携を生かした会議体の設立
　　　「旭川市ＢＣＰ連携推進連絡会議」（R6.10.10)
　　

旭川市の優位性ＰＲ　＋　遠隔地との相互ＢＣＰ連携の促進

事業継続計画（ＢＣＰ）とは？

①　過去３０年間に
　　震度１以上の地震は

1.8 回／年

東京都千代田区大手町　79.0回／年

②　台風も少なく接近回数は

1.9 回／年

気象庁HP1991年から2020年までの平均値

③　今後３０年以内における
　　　震度６弱以上の地震発生率は

0.76 ％

全国地震動予測地図2020年版

④　スムーズで良好な交通アクセス　

経済界・・・・・旭川商工会議所，あさひかわ商工会
産業団体･･･機械金属工業振興会，工業団地協同組合，鐵工組合，溶接協会
　　　　　　　　家具工業協同組合，食品加工協議会
金融機関･･･商工中金，北洋銀行，北海道銀行，北陸銀行，旭川信金
高等教育機関･･･旭川市立大学，高専
産業支援機関・・・産業創造プラザ
行政機関・・・旭川市　　　　協力機関・・・北海道経済産業局，帝国データバンク

(株)帝国データバンク：事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（R5）

（出典：企業立地ガイドブック等）

旭川市

他地域

３　具体的な取組

２　旭川の優位性

１　現状認識

内閣府：R5企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査

平常時 有事

被災時におけるＢＣＰ相互応
援協定

資料　３

①　優位性の発信（バックアップ拠点）
②　地域企業や産業のＰＲ
③　ビジネスチャンスの創出
④　顧客や銀行の信用力向上

①　水平連携先の確保
②　地域産業の持続可能性強化
③　ビジネスチャンスの創出
④　顧客や銀行の信用力向上

業務提携契約

⑤　産業や医療機関の集積　

・高い就航率を誇る旭川空港
・利便性に優れた旭川駅
・冬でもスムーズな物流を支える
　旭川北 I.C

・食品や家具，機械金属等，
　高い技術を有する製造業の
　集積
・医療機関の集積



資料４

ＢＣＰ連携のまち・あさひかわ

近年，全国各地で毎年のように自然災害が発生し，甚大

な被害をもたらしているところであり，地震災害などが懸

念される地域を中心に，企業が被災した際の被害を最小限

に抑え，早期に復旧できる可能性を高めるための「事業継

続計画＝ＢＣＰ（Business Continuity Plan）」の策定が進

んでいるところです。

旭川市は，過去３０年間において，震度１以上の地震が

年間１．８回と少なく，今後３０年以内における震度６弱

以上の地震発生率が，０．７６％と極めて低いデータが示

されており，大規模な地震災害の可能性が少ないまちであ

ります。

本市には，食品や家具，機械金属など，高い技術を有す

る製造業などの多様な産業をはじめ，医療機関が集積する

など，ＢＣＰ連携の受入体制が整っております。

さらに，北海道の中心に位置し，高速道路などの道路網

や鉄道網をはじめ，旭川空港を有するなど，交通の拠点と

なっていることを生かし，今後，新規航空路線や北海道新

幹線の旭川延伸を誘致していくことにより，更なる拠点性

の向上を目指してまいります。

こうしたまちの優位性を内外に発信することにより，全

国各地の企業や団体のＢＣＰ連携の受入れを推進し，地域

経済の活性化を図っていくため，「ＢＣＰ連携のまち・あさ

ひかわ」として，他地域の事業継続を支える拠点を目指し

ていくことをここに表明します。

令和６年１０月１０日

旭川市長 今津 寛介



１　BCP『策定意向あり』は50.0％で4 年ぶりに5 割に
　　BCP 策定率は19.8％で過去最高

２　事業継続に対して想定するリスク
　　「自然災害」が71.1％でトップ

３　リスクへの備え
　　「従業員の安否確認手段の整備」（68.9％）や
　　「情報システムのバックアップ」（57.9％）が上位に

４　BCP を策定しない理由
　　「スキル」「人手」「時間」の3 要素がハードルに

株式会社帝国データバンク
事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2024年）

参考資料

企業のBCP『策定意向』，４年ぶりに５割に
～スキル・人手・時間の３要素がBCP策定のハードル～

５　都道府県別では
　　唯一６割の「高知」が最高
　　「静岡」58.3％
　　「石川」57.7％
　　「富山」・「愛媛」57.6％

　　※　震災の記憶が新しい北陸地域，南海トラフ
　　　　地震の被害が想定される地域で比較的BCP
　　　　策定意向が高くなっている。

策定している

19.8%
現在，策定中

7.3%

策定を検討してい

る

22.9%

策定していない

41.8%

分からない

8.2%


